【様式第１号付属書３】

事業者名：
施設名：
実施計画書（チェックシート）
1 補助対象要件
	チェック
	該当すべき条件

	□
□
□
	【事業者に関すること】
1 　施設の所有者である。
2 　少なくとも事業実施後から２年間、「福島議定書事業」に参加する。
3 　県税等の滞納がない。

	□
□
□
□
□
□
□
	【施設に関すること】
１　福島県内に位置する。
２　不特定多数の地域住民等の受け入れが可能であり、災害発生時においても、防災拠点となり得る施設であるもの。
□　医療法(昭和２３年法律第２０５号)第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所
□　鉄道事業法(昭和６１年法律第９２号)第７条に規定する鉄道事業者が設置する駅舎等
□　学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１条に規定する学校。ただし、下記のいずれかの条件に該当する施設に限る。以下宿泊等施設及びコンビニエンスストア等についても同様とする。
□　市町村地域防災計画に基づく避難に関する施設等として指定を受けている。
□　市町村との間で防災に関する協定を締結している。
□　県との間で「災害時における徒歩帰宅者の支援に関する協定」を締結している。
□　原則として過去の災害時等に避難所等となり、地域住民を始めとした不特定多数の人を受け入れた実績があり、かつ、今後も避難所等となり得る施設であって知事が必要と認める施設
□　旅館業法(昭和２３年７月１２日法律第１３８号)第３条第１項に基づき旅館業の許可を受けている宿泊等施設(ただし、災害等の非常時に避難所等になり得るものに限る。以下コンビニエンスストア等についても同様とする。)
□　コンビニエンスストア等
□　市町村が指定する福祉避難所
□　その他知事が特に必要と認める施設
３　耐震性を有する。（※実施計画書の３の（３）のいずれかに該当する。）
【設備に関すること】
1 　導入する再生可能エネルギー等設備は、得られた電力を専ら自らの施設等において消費する等その規模が妥当である。（※例えば、実施計画書（太陽光発電設備・蓄電池導入規模算定シート）により算定した規模の範囲内である等）
2 　夜間電力の確保及び安定した電力供給が困難な太陽光設備や風力設備等を設置する場合は、蓄電池も同時に設置する。
3 　災害時等において、商用電力からの電力供給が遮断された場合においても、自立運転が可能であるもの。
4 　次の事項に該当しない。
(1) 　中古品の設置、修繕その他これらに類する。
(2) 　既に設置工事に着手している。
(3) 　電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第４条に基づき電気事業者に対し再生可能エネルギー電気を供給する。
(4) 　この事業及び福島県再生可能エネルギー導入等による防災拠点支援事業（大規模民間施設支援事業）により既に補助金を受けている。


2 実施計画書及び添付書類
　実施計画書及び添付書類については、下記により整理の上、提出してください。
　提出の際にはNo１→１３の順に上から綴って下さい。
	チェック
	実施計画書及び添付書類

	□
	1 　実施計画書
(1) 　実施計画書（太陽光発電設備・蓄電池導入規模算定シート）（実施要領様式第１号付属書１）
(2) 　実施計画書（見積額比較表）（実施要領様式第１号付属書２）
(3) 　実施計画書（チェックシート）（実施要領様式第１号付属書３）

	□
	2 　導入設備規模算定根拠
(1) 　災害時に使用する電気機器、使用電力量、再生可能エネルギー等設備の規模及びその算定根拠(※実施計画書（太陽光発電設備・蓄電池導入規模算定シート）で代用可)
(2) 　再生可能エネルギー等設備のカタログ、仕様書、図面
(3) 　既存発電設備の設置の有無、種類及び規模
(4) 　電力会社との契約状況

	□
	3 　事業費算定根拠
(1) 　２社以上から徴収した見積書

	□
	4 　平面図及び工事内容の分かる概略図等(平常時の配線系統図及び電気供給遮断時の配線系統図を含む。)

	□
	5 　直前３期分の貸借対照表及び損益計算書

	□
	6 　定款その他の基本約款及び登記事項証明書(商業登記及び設備を整備する施設の不動産登記)

	□
	7 　県税（法人事業税、法人県民税、個人事業税、不動産取得税及び自動車税）の納税証明書(※非課税事業者の場合はその旨の証明書)

	□
	8 　施設の概要資料（パンフレット、附近地図等）

	□
	9 　施設所在市町村長の意見書の写し(実施要領様式第１－２号)

	□
	10 　設備を整備する施設の耐震性を有することを証する書面

	□
	11 　下記のいずれかを証する書面(※学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１条に規定する学校、旅館業法(昭和２３年７月１２日法律第１３８号)第３条第１項に基づき旅館業の許可を受けている宿泊等施設及びコンビニエンスストア等が申請する場合。)
(1) 　市町村地域防災計画に基づく避難に関する施設等として指定を受けている。
(2) 　市町村との間で防災に関する協定を締結している。
(3) 　県との間で「災害時における徒歩帰宅者の支援に関する協定」を締結している。
(4) 　過去の災害時等に避難所等となり、地域住民を始めとした不特定多数の人を受け入れた実績があり、かつ、今後も避難所等となり得る。

	□
	12 　旅館業法(昭和２３年７月１２日法律第１３８号)第３条第１項に基づく旅館業の許可証(※旅館業法(昭和２３年７月１２日法律第１３８号)第３条第１項に基づき旅館業の許可を受けている宿泊等施設が申請する場合。)

	□
	13 　市町村が指定する福祉避難所であることを証する書面(※市町村が指定する福祉避難所が申請する場合。) 

	□
	14 　設備設置前の状況が確認できるカラー写真


※１　上記の書類は１つの施設毎に提出してください。
※２　複数の施設の申請を行う場合には、６と７については本書を１通とし、２通目以降写しで差し支えありません。
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